


















輸出比率曲線」（Net Export Ratio Curve：NER Curve）という。縦軸に各財の純輸出比率1の
数値をとり、横軸にその財の貿易規模シェア2の累計値の数値をとって表した曲線を「純輸
出曲線」と呼称する。寺町はこれまで論文では寺町(2006)、寺町(2007)、寺町(2008)、寺町










1 ある財 j の純輸出比率の算出式などについては後述する。 




















位 Revealed Comparative Advantage（RCA）を用いた国別の｢RCA 構造｣の図が導出されてい
る。縦軸には RCA の数値をとり、横軸には RCA の高い数値順に貿易品目を並べて、RCA















                                                                                                                                                                                       
る表現と思われる。このため本稿では、「純輸出比率」という呼称を採用している。 























比率ሺ	ܰܧܴ݆ሻ」は、 輸出額をܧ ௝ܺ、 輸入額をܫＭ௝とすると、 









 他方、「貿易規模シェア」(Trade Scale Share :TSS)は、ある部門（あるいは財）ｊの輸出
額と輸入額の和を輸出総額と輸入総額の和で除した数値の百分率で表わしたものである。
算式で示せば、ある部門ｊの｢貿易規模シェア(ܶܵ ௝ܵ)｣は、輸出額の合計を∑ ൫ܧ ௝ܺ൯௝ 、輸入額
の合計を∑ ൫ܫܯ௝൯௝ とすると、 
                                                              
6 純輸出比率の数値は百分率で表しているが，小数値で表しても問題ない。その場合には，




KYOTO SANGYO UNIVERSITY ECONOMIC REVIEW No.1 (March 2014)
ܶܵ ௝ܵ 	ൌ 	 ቊ ܧ ௝ܺ ൅ ܫܯ௝∑ ൫ܧ ௝ܺ ൅ ܫܯ௝൯௝ ቋ 	∗ 100 
 
と表わすことができる。数値は 0 から 100 の間の数値をもち、対象とする貿易品目の輸出
額と輸入額の和の大小により、その貿易規模シェアの数値も大小となり、すべての部門の
貿易規模シェアの累計値は 100 となる。 
 ところで、純輸出比率について 3 点ほど、もう少し立ち入って議論をしておきたい。純
輸出比率の算式に類似した算式に「貿易重複度(TOL: Trade of Overlapping)がある。ある部
門 jの「貿易重複度(TOL j)は、 
 









































輸出比率」の数値は、±81.818 となる。輸出額と輸入額の規模が 10 倍の開きがある場合の
数値である。このように両者には密接な関連があることがわかる。 
 さらに第 2 点では、あの部門（あるいは財）の「純輸出比率」の数値が、±80 の範囲内
にあるときには産業内貿易に関する用語で「双方向」貿易の部門（財）という。逆に「純
輸出比率」の数値が ±80 の範囲外にあるときには「一方向」貿易の部門（財）という。こ














Teramachi (2012)において議論した表と図にさらに手を加えたものである。表 1 はベトナム
からみた対日貿易構造をSITC大分類の貿易データを3部門8に整理しまとめたものである。





 表 1 の数値を利用して、基準年とする 2006-2010 年期の純輸出比率曲線を導出する。図
2 の縦軸には当該期の 3 部門の「純輸出比率の数値」を高い順に並べ、横軸にはそれに対
                                                              
8 SITC の 1 桁と 2 桁の分類番号を用いて，一次産品は 0, 1, 2, 3, 4 番を，軽工業品は 65, 8 番
(87, 88 を除く)を、重工業・機械製品は 5, 6(65 を除く), 7, 87, 88 番を集計して 3 部門の貿易
データを加工している。 
表1　越日貿易のNERとTSS
NER　（％） 1991-95 1996-00  2001-05  2006-10
一次産品 95 92 87 80
軽工業品 58 56 50 48
重工業･機械製品 -97 -65 -38 -33
TSS　（％） 1991-95 1996-00  2001-05  2006-10
一次産品 51 31 25 22
軽工業品 19 29 24 21
重工業･機械製品 30 40 51 57
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 純輸出比率曲線の導出に関わることでさらに追加すべき点を 2・3 点述べておきたい。 




9 Excel を用いて階段状になるようにデータ入力をして作図することが可能になる。 
10 図 3を用いた 1991年-2010年におけるベトナムの対日貿易構造の場合にはすべての曲線
が右下がりとなっているが、いつもこのようにすべての曲線が右下がりになるとは限らな



























































3‐1.  4 部門による純輸出比率曲線 
 純輸出比率曲線を具体的に理解するために、日本の対外貿易構造をケース・スタディと
して取り上げる12。1979 年－2013 年の 35 年間の日本の対世界貿易構造について、SITC 分
















13 以下の議論で使用する貿易統計について、輸出額は fob 表示のドル建てを、輸入額は cif
表示のドル建てを用いている。ここでの議論では、輸出額と輸入額を同じ扱いをした貿易
統計を使用することが望ましい。すなわち、A 国の B 国への fob 輸出額を貿易統計として
用いるのであれば、A 国の B 国からの輸入額は A 国の cif 輸入額ではなく、B 国の A 国へ
の fob 輸出額の貿易統計を用いることが望ましいことを意味する。cif 貿易統計であれば、
輸出額も輸入額も cif 表示のデータということになる。しかし、A 国の B 国からの cif 輸入
額と B 国の A 国への fob 輸出額の乖離額、A 国の B 国への fob 輸出額と B 国の A 国からの
cif 輸入額の乖離額は単に fob と cif の違いの額だけであるとは理解できない以上の大きな
乖離の額となっている。このことを理由に、扱う貿易統計データをわざわざ fob 表示ある
いは cif 表示に統一するよりは、A 国の fob 表示の輸出額と A 国の cif 表示の輸入額を A 国
の貿易統計として利用した方がまだ誤差が少ないという判断をしている。 
14 軽工業品は 1979-83 年期には輸出財部門であったことを付記しておく。 
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とであり、一方向的な貿易ではなく双方向的な貿易構造になりつつあることを意味してい










3‐2. 10 業種による純輸出比率曲線 
 1979年から2013年までを5年ごとに平均をもとめ、1979-83年期、1989-93年期、1999-2003
年期、2009-13 年期の 4 期15をとりだし、1989-93 年期を基準年期として作図したのが図 5
である。図 5 の付属表である表 3 には、各年期の 10 業種16の純輸出比率(NER)と貿易規模 
                                                              
15 1969-73 年期の純輸出比率曲線は図 5 にはない。それを加えると図が煩雑になりすぎる
ために除いている。 





















        表2　日本の対世界純輸出比率（NER)と貿易規模シェア(TSS)
NER  1979-83  1989-93  1999-03  2009-13
機械製品 79.8 70.4 49.1 43.0
重工業品 39.2 8.6 15.2 15.3
軽工業品 24.3 -22.4 -19.0 -14.2
一次産品 -93.4 -91.0 -89.4 -84.3
TSS  1979-83  1989-93  1999-03  2009-13
機械製品 37.2 51.7 54.8 44.4
重工業品 17.3 16.3 15.8 18.5
軽工業品 6.7 9.9 11.1 10.8
一次産品 38.8 22.1 18.3 26.3





シェア(TSS)がまとめられている。表 3 には、1969-73 年期の数値も掲載されている。4 部
門の純輸出比率曲線を表す図4に比べて10業種の純輸出比率曲線は単調な階段状の右下が
                                                                                                                                                                                       
次産品は食料品と原油・原材料に区分し、前者を 0, 1, 4 とし、後者を 1, 2 としている。軽
工業品は繊維・繊維製品とその他軽工業品に区分し、前者は 65, 84 とし、後者は 84, 87, 88
を除く 8, 9 としている。重工業品は化学製品と原料別製品に区分し、前者は 5 とし、後者
は 65 を除く 6 としている。機械製品は一般機械・電気機械・輸送機械・精密機械の 4 つに
区分し、一般機械は 71, 72, 73, 74, 75 とし、電気機械は 76, 77 とし、輸送機械は 78.79 とし、























JPN WRD NER  2009-13  1999-03  1989-93  1979-83  1969-73
輸送機械 75.7 75.5 77.8 88.7 84.5
電気機械 13.8 37.9 70.5 82.4 80.7
一般機械 44.2 42.6 68.5 71.1 35.8
精密機械 33.4 34.0 48.4 58.5 48.8
原料別製品 24.5 17.4 12.1 53.3 49.7
化学製品 5.9 12.9 2.8 2.6 14.0
その他軽工業品 7.3 -0.5 -13.7 25.0 32.4
繊維・繊維製品 -67.0 -54.2 -35.6 23.6 57.3
食料品 -87.3 -89.8 -90.0 -81.2 -66.6
原油・原材料 -83.7 -89.3 -91.4 -95.7 -92.5
JPN WRD TSS  2009-13  1999-03  1989-93  1979-83  1969-73
輸送機械 12.6 14.6 16.2 14.4 12.3
電気機械 13.3 17.6 14.4 9.7 7.9
一般機械 14.2 17.7 17.1 10.0 8.9
精密機械 4.2 5.0 4.0 3.1 2.8
原料別製品 9.4 8.3 10.1 12.5 15.8
化学製品 9.1 7.5 6.2 4.8 5.6
その他軽工業品 7.6 7.3 6.0 3.3 4.0
繊維・繊維製品 3.1 3.8 3.9 3.4 6.5
食料品 4.7 5.9 6.8 6.4 8.8
原油・原材料 21.6 12.3 15.4 32.5 27.3
出所：OECD, ITCS, SITC ver2 貿易データ
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りになっているのは、基準年期の 1989-93 年期のみであり、他の年期の純輸出比率曲線は、





に食料品および原油・原材料は 45 年間継続して輸入財部門となってきた。以上 3 点は、日
本の経済発展による産業構造の変化に伴った対外貿易構造変化の特徴であるとして、従来
から指摘されてきた点であり、このことは図 5 の純輸出比率曲線群によって確認できる。 












相関関係はないと見ることができる。表 4 は 5 つの年期の双方の順位相関係数を算出して
まとめたものである。ρ=0 の帰無仮説による片側検定も行なっている。計算結果からいえ
ることは、純輸出比率曲線による日本の対外貿易構造は過去 45 年間比較的徐々に構造変化









順位相関係数  1969-73  1979-83  1989-93  1999-03  2009-13
 1969-73 1
 1979-83 ** 0.830 1
 1989-93 ** 0.757 ** 0.963 1
 1999-03 * 0.696 ** 0.939 ** 0.975 1





である。ここに示した図 6 および図 7 は、日本の主要な貿易相手国の輸出シェアと輸入シ
ェアを時系列的に描いたものである18。2000 年代初頭までは輸出・輸入とも日本の貿易相
手国の 1 位はアメリカであったが、最近ではアメリカに代わって中国が輸出・輸入ともに















本の中国と香港からの cif 輸入額の合計値としている。付録にある付図 1 と付表 1 におい









は、1 国 2 制度に基づき香港を含めた貿易データと位置付け、さらに先の脚注 11 とも関連
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輸出曲線群の図と、その付属表である主要貿易相手国の純輸出比率と貿易規模シェアをま
とめた表は、付録に付図 1 と付表 1 として掲載している。 































順位相関係数 WORLD Asean USA KOR CHN+HK
WORLD 1
Asean * 0.612 1
USA 0.212 ** 0.818 1
KOR * 0.642 ** 0.794 0.394 1








































21 この分野の最近の研究は多数あるが、IDE-JETRO and WTO(2011)、Stern ed.(2012)
をあげることができる。 
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NER Asean CHN+HK KOR USA
輸送機械 74.0 64.9 36.8 78.7
一般機械 54.1 10.9 54.7 55.2
原料別製品 44.7 13.6 32.9 42.3
精密機械 30.4 46.3 75.4 9.1
化学製品 17.6 40.1 60.0 -23.5
電気機械 10.2 0.8 1.4 30.7
その他軽工業品 8.5 -14.9 28.5 28.8
繊維・繊維製品 -54.3 -77.7 -25.9 12.1
原油・原材料 -77.0 41.2 -28.5 -68.0
食料品 -86.4 -72.6 -64.7 -91.2
TSS Asean CHN+HK KOR USA
輸送機械 7.6 5.5 2.3 26.0
一般機械 14.8 18.4 15.8 19.5
原料別製品 12.3 10.0 20.2 6.0
精密機械 3.3 5.2 5.3 6.1
化学製品 6.6 9.0 18.4 11.0
電気機械 16.2 23.7 15.5 11.4
その他軽工業品 8.8 12.1 6.0 7.0
繊維・繊維製品 2.8 9.5 1.1 0.5
原油・原材料 22.9 3.6 12.9 4.2
食料品 4.6 2.9 2.4 8.2
出所：OECD, ITCS, SITC ver2 貿易データ
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